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農民教育の関連領域

農業共同化の現段階と農民教育の課題

社会教育研究室・助教授 山 田 定市

r. 諜態と方法
小論では、現段階Kかける農業技術の到達水準=大波機械化「一翼J体系を基礎とする農業生意

力の発陵、さらKそのもとにかける農業共同化の現段階的性格とそれを基礎とする農民教育の課題

について、以下の 8点をふまえて考察を進めるととκする。 (u農業技術・主主意義力の現段階的性格ー
その対抗関係をや心K一、 (2)農業共開化の現段階と農民諸階層の動向、 (3)農業Kかける生産・労働

の社会化の現段階をふまえた農民教育の課題。

以上の課題設定からも明か君主ょう K、小論では、農業共同化の現段階的性格を解明するκあたb、

その基本視角として、労働の社会化。が震きをなしている。

1I. 農業技術・生産力の現段階z 大型機械化F一貫 j体系

1. 農業技術および農業生産力形成の特徴

現段階κかける農業技術・生産力の水準とその性絡を明かKするtてあたb、その前提として、ま
ず農業技術の基本的性格κついてふれる必獲がある。その=t:.念特徴は以下Kのべるとかりである。

(1)資本主義下で工業が高度K発達した状況のもとでは、農業技術の水準と内容は、それぞれの閣の

工業技術、工業生産カによって支配的K条件つけられる。 (2)しかし、他面では、農業は生物産業

(生物の生命維持、増殖活動を慕礎的条件とする合目的念生産活動として成立する生産部門〉であ

り、自然、の生態系Kよって律せられる。 (3)農業は土地を主要念生産手段とする生産部門である。い

うまでもなく、生産手段としての土地は、それじたい労働対象であると同時K労働手段であり、と

のととが農業技術の独自念性格を形成する条件のーっとなる。

次K、農民経営K:j;，~ける農業生産力形成の特徴についてもふれる必要があろう。このととを生産・

労働の社会化を視点として整理するまらば以下のようκなろう。

まず、第1κ農業Kがける生産の社会イヒκかかわって、農業生産手段の社会化Kついてみる念ら
ば、土地と土地以外の生産手段(機械・施設、さらに流通施設も含む〉との聞で、その社会化K葱

るしい敏行性がみられる。後者K対比して、前者、つま b 土地についてはその社会化が馨るしく:j;，~ ( 

れ、後者の社会化が制すするという傾向を示す。土地の社会化をなくらぜている条件は、いうまで

も君主〈農民による小土地所有である。他方、機械・施設を中心とする生産手段の社会イむを促進する

婆閣としては次の諸点が考えられる。(1)農業機械・施設の多くは工業資本の技術開発κよるもので

あり、したがって工業資本K:j;，~ける技術、生産力の発展K規制される。 (2)さらK、それは工業資本

を中心とする製品市場拡大政策の一環として位農づけられ積極的念導入がはかられる。 (3)とのよう

念農業機械・施設の導入は農業政策Kよって補強、促進される(補助、融資君主どKよって)。農業

機械・施設が大裂化し、ひろく全階層、全地域的K導入され、その過程でとれら農業生産手段の社
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会化が土地f亡先がけて進むζとκ念る。

次K第2(11:農民労働の社会化の特徴についてみる念らば、以下の諸点が指摘できょう。(1)農民経

営になける労働は家族協業を基本形態とするが、それじたい、農業外(I1::J:，~ける資本命IJ的協業の発展

の影響を受けて、変化する。つまり家族協業から農民家族の枠を超えた社会的協業(地域的協業〉

が出現し、家族協業と併存しつつ漸次、後者の領域を拡大する〈との過程で家族協業じたいの性格

も変化する)0 (2)農民家族労働力は農業生産を基礎に再生産されるが、他方では、農業外就業を含

む労働市場との接触を深め、やがてその価値水準も労働力の社会的価値によって律せられるととに念る。

(3)商業的農業の発展Kとも念う分業の進展もまた、農民労働の社会化の重姿念内容を念している。

ぞれは、さらに農業機械・施設の発態Kともなう生産(労働〕過程内の分業の進展と、商業的農業

の発展Kともなう社会的分業とを主主主内容としている。

以上が、農業技術がよび農民経営を基盤とする農業生産力形成の主主主特徴点である。以下では、

ζのととを基礎に、農業技術の現段階=大裂機械化「一貫J体系の怯持κついて考察する。

2.大型機械化f一貫 j体系の性格

ζとでいう大型機械化r-JtJ体系は、同一農業生産都内内にがける各生産(労働)過程一流通
過程K延長された生産過程も含むーκないて機械化が進み、生産(労働)過程全体を逸して機械化
が体系をなす農業技術段階を示している。との場合、「一震 jという表現を用いたのは、機械化一

貫体系の内容が、資本主義的な技術開発Kよって歪砲されている側面を重視しているからにほか念

らない。また、工業(I1::J:，~ける機械は、原動機、伝導装置、作業機が一つの体系を念しているととを

意味しているが、農業『てないて、それが生産過程全体で確豆する段階を大型機械化として把握して

いるのであるの。

このよう念意味Vてかける大型機械化「一貫 J体系は、農業生産部門どとκ発展段階のちがいがあ

るとはいえ、近年(主として 19 7 0年代以降〉、多〈の農業生産部門にないて急速に導入されつ

つあると見る ζとができる。 ζれが、農業生産力形成κbける現実的友農業技術としてもっている

意義は次のとなbである。まず、その積極箇Kついていえば、(1)農業生産力(労働生産力)の発展

ーその過程で、農民を多〈の苦役から解放した。 (2)農業の多面的君主発展条件をつ〈タ出した(深耕

κよる地力増進、作業員諸問の短縮一自然、的制約の克服一、自然的条件の人為的克服念ど)0 (3)農民
労働の社会化の進展、具体的には共同労働の増大、それtてよる家族協業の性格変化など)、念どが

指摘できる。

他方、蛮鼠された側面としては、(1)工業資本主導の農業技術開発(農民的農業技術開発の輩出)、

(2)工業資本の市場拡大政策Kよって大型機械化をー醜̂ '.J(I1:志向してきた〈地域差是業の歴史的発展過程、

農民綬営の発展条件を軽視)、 (3)したがって農業機械の農民的充用が妨げられる、君主どの諸点が指

摘できる。

3. 農業機械化の進行と農民諸階溜

前項で指摘したよう念大型機械化「ー賃J体系が現実K農民諸階層K導入される過程では、次の

諸点が特徴的である。(1)農業機械化は、その前提となる土地所有の集積と併行して、階層差を伴っ

て遂行し、その過程で、農業生産力の階層鰐格差が拡大している。 (2)農業生産力の階層間格差はさ

らK農家経済(r資本J蓄積、農業所得、負債など)(11:も反狭し、その階層間格差を拡大している。
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(3)農業機械化κよる労働生産力の上昇は、農業労働力の存在形態κも変化を生じ、主として農業内
投入、農業外就業をめぐって、とくK家族労働力の存在形態K変化を生じている。

これらの動向から、農業機械化が農民層分解を促進させる基礎条件のひとつに左っていることは

明かである。

直. 農業共同化の現段階と農民腫分解

1. 農業共同化の現段階

わが閣にかけるとれまでの農業共同化の動向をみる念らば、流通共同化が先行し、生産共同化が

馨るしくたち:j.:，~ <れてきた、というとと、その意味で敏行的念展開を示してきたというととKその

特徴が端的に示されている?いうまでも念〈流通共同化は、農協組織を中軸Vとして進展してきた。

とのように流通共同化が先行してきたととの条件としては大婆以下の諸点が考えられる。(1)商業

的農業が農民的商品生態として発展する過程で、農民は市場を通して資本主義的再生産構造K包摂

される。との過程で、農民は、流通過程I'L:j.:，~ける共同労働を基礎K市場K対応する。 (2)そのようえt

流通共開化の具体的形態は、主として農民の自主的共同組織である農業協同組合である。(紛ひとた

び農協が成立すると、農協じたいが事業体としての性格を強め、事業拡大、「資本」蓄積が加速さ

れる。 (4)農業機械化の 表 l 農業生産組織の類型別組織数

中でも土地所有の制約 w 全国
を受けることが格対的

K少ないのは流通施設

(正確『ては流通過程K

延長された生産過程κ

がける生産手段〉であ

り、その導入が流通共

向化と結合して進行す

る。

とれとは逆t亡、生産

共同イとがとれまで馨る

し〈たち:j.:，~<れてきた

原由としては、 (1)農民

的小土地所有による制

限、 (2)農業I'L:j.:，~ける協

業形態が家族労働力を

基軸とする家族協業で

あり、農民経営が家族

労働力の再生設の過程

と結合して成b立って

いること、による。

農業生産 類 裂 JjIJ 
総数 組 織共同利用集組団栽織培受 託畜組窓生産織協業経営総 数組織 組 織 組織

実数
1976 38.150 20.148 5.519 4.569 4.108 3.806 
72 29.213 13.025 6.275 2.788 2.614 4.511 

構成 1976 100.0 52.8 14.5 12.0 10.8 10.0 
比掛 72 100.0 44.6 21.5 9.5 8.9 15 .. 岳

1972年比 116.岳 133.6 68.1 163.7 155.岳 8岳.2

(8) 北海道

農業生産 類 製 7jIJ 
総数 組 織共間利用集団栽培受 託畜組産生織産協業経営総 数組織組織組 織 組織

実数
1 97 6 5，4 4 6 3.576 195 111 1.297 267 
72 2.227 1.1 5 1 51 150 640 306 

構成 1976 100.0 65.7 3.6 2.0 23.8 4.9 
比(働 72 100.0 51. 7 2.3 6.7 28.7 13.6 

1972年比 244.5 310.7 382.4 74.0 202.7 87.3 

注1.対 19.7 2年比は、 19 7 6年農業生産組織数のうち昭岳 7

年調査で調査対象外でるった類製(共同利用組織と集部栽場

組融Zコうち特定作自〉及び沖縄県を外して比較計算した割合

である。

2農林省r農業生産組織調査報告書』による。
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とのよう K、農業共同化をめぐる

妓行性は否定しがたい特徴として指

摘できるが、こうした念かで、近年

(主として 1970年代に入って〉、

生産共同化が徐々にではあるが進展

しつつある事実に着侵する必要があ

る。 ζの点を、農業共同化Kかかわ

る概数を通して確認してがとう。 1ま

ず、表1Kよって農業生産総織的の

類型別概数をみると、 19 7 2年か

ら76年代かけて全国総数で 29，213

から 38.150へと約 9.000の増加をみ

ている。類毅別にはζのうち共同利

用組織が増加の度合が最も高く、全

体の約 53 %を占めている。北海道

のばあいはこのよう念傾向がさらに

顕菜であり、 1972年から 76年

にかけて約 2.5倍に増大し、と<K
共同利用組合は 3，1倍の増加をみて

いる。とれらが、農業全体の中でど

のよう念位慧を占めるか、 Kついて

表 2 主要作EIK:jO~ける農業生産総織のおめる割合

w全盟 ( 19 7 6年推定)
級織に関農係家し 組織の作付(栽培〉
ている 面積

参加農家 栽数培K農占家め
(ヂーノ¥レク)タ シェアー数(千戸〉 る割合働 偶

総数 1.614 33 ，.. ... 
うち水稲 909 22 802 32 

果樹 166 34 87 27 

施設関芸 27 16 5 26 

野菜 104 2 
LITsd 37 

11 
養蚕 123 47 

5…8 
米単位千箱

(8) 北海道 (総面積κ対する割合)(%) 
1 9 7 2 1 9 7 6 

水稲

共同利用組織 33.2 52.2 

集団栽培組織 1.0 4.4 

愛
共同利用組織 26.0 

果樹

共向利用組織 32.7 33.岳

やさい

共同利用組織 2.2 6.9 

集団栽培組織 1.2 0.6 

注資料農林省r農業生産組織鵠査報告書』

は容易K確認しがたいが、表2からその一端会推測庁る

ととは可能であろう oす;iわち、生産組織に関連してい

る農家は、概数で全農家の約 g分の lであ夕、をた、耕

地面穣Vてついても、基幹作自ぐある7.k稲部門Kかいて向

じく約8分の 1K達している。ちなみV亡、北海道の水稲

作Kついては、約 2分の lの割合K到達している。

また、表Hてよって設立年次別共同利用組織数をみる

と、その大学が 19 6 5年以降の設立であり、とくに

7 3年以降設立されたものが総数の約3分の 1を占めて

いる。北海道のばあいにはこの儲向がさらに顕著であり、

7 '3年以降設立されたものが過半を占めている。さらに

表 4¥'Cよって、参加戸数規模別にみると、その大半が

1 0戸未満で成り立っている。と<K北海道では 10戸
未満で 7割強を占めている。

次K表 5f'(よって、解散した生産組織の概況をみると、

ζれまでK解散した数は全国で 11.岳 99で、継続年数
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表 3 設立年次別共間利用組織数

全国 北海道
総 数 20.1晶8 3.576 

1959年以前 1.4岳9 7 
60~64 2.851 150 
6 5~69 5β52 594 
7 0~72 3.851 903 
7 3~7 6 6.945 1，922 

表4 参加戸数規模Jjlj共同利用組
織数

全国 北海道

((2 l)~5p 3.315 1.245 
6~1 0 弘296 1.246 

(3) 11~2 0 4.8生9 725 
(4) 21~3 0 2.486 196 

((65)) 81~50 2.339 121 
51~1 00 1.768 36 

(7) 100戸~ 1.095 ? 

((l2)) ‘ 16.4 34.8 
構 21.3 34.8 
成 (3) 24.1 20.3 

比 (4) 12.3 5.5 
E事
((65) ) 

11.6 3.晶

働 8.8 1.0 
(7) 5.5 0.2 

計



事

盛込

全

国

ヰ七

海

道

表5 解敬した生産組織の概要(1976年〉

継続年数別組織数

解散

1年
組織数 2~3 4~5 6~9 

未満

総数 11岳99 346 1. 584 2.881 岳.169 

共間利用組織 4.297 179 440 940 1.晶41

集団栽培組織 3.岳05 54 629 1.076 1.355 

受託組織 1. 066 37 209 288 375 

畜産生産組織 800 28 129 241 240 

協業粧営組織 1. 931 48 177 336 758 

総数 615 66 92 218 170 

共同利用組織 310 63 50 119 56 

集団栽培組織 18 1 日 4 5 

受託組織 80 12 33 24 

畜産生産組織 150 1 21 50 63 

協業経営組織 57 I 3 12 22 

注資料、表1K同じ

10年
生産調 発展的
勢のた K編成

以上
め がえ

2.519 481 2.岳53

1.297 90 1. 024 

291 335 769 

157 37 335 

162 1 134 

612 18 191 

69 23 263 

22 20 155 

2 1 5 

11 2 50 

15 41 

19 12 

解散の理由別組織数 件解の状散態後の別参組織加農数家

資産の
栽培技資金繰 リーダ

償却年
個別化兼業κ他作目

衡の王子 bの慈 ーがい その他 その他
準化 化 念い

限の経 K移行志向 K転換 的fて委
過 託

1. 358 541 524 1.004 5. 138 5. 997 568 449 399 岳'.1岳O

467 88 170 531 1. 927 2.235 173 189 211 1. 516 

668 75 175 235 1. 1岳8 2. 022 128 82 56 1.126 

56 21 8岳 117 品66 389 37 15 104 527 

27 65 18 54 501 391 25 54 8 32自

140 292 127 67 1. 096 960 205 109 25 6岳B

24 28 8 53 221 163 8 35 29 382 

10 4 27 94 62 15 28 205 

s 1 1 1 8 6 知 12 

2 2 1 8 17 22 ~ 58 

8 5 l 19 78 岳6 8 20 幽 81 

8 16 - 26 27 s I 26 



争

"" 

表 6 共間利用組織の概況(1976年〉

金

計 水稲 表 果樹 野菜

脊苔 2.524 1.927 g 4島 156 

作 耕起・代かき 6.560 5.186 101 97 865 

穏業 回犠(撤つけ) 3.500 3.132 32 4 33 

類 中耕・徐Z事 l.7 0 5 81 23 110 7，島

Z'J 防徐 11‘346 4.236 36 弘204 245 
経
織 メIJ取ー収穫 5.586 3.482 114 57 120 

数 脱穀調整 3.079 2.796 83 g 22 

機花〈檎果) 43 33 z 

8.089 5.980 111 426 367 

; )-30馬力 3.214 2.650 44 152 115 
共種
間ZU タ 30-50 

3.<島15 2.290 戸 53 255 158 

利用利ill 
J t 5 0，¥寄カ以上 2.458 1.545 29 45 134 

機織の組織数

スピードスプレヤー 2.970 628 生 2.120 47 

動力防除機 7.980 8守658 32 1.670 191 

機 動力田植機 3.183 3.152 16 8 8 

パイY ダー 1.127 1.058 43 z 7 

コンパイ y 2.972 2.837 82 1 9 

ライスセンタ 459 457 l 

カントザーェνmミーター 30 29 l 
共類
定寵配管施設 2.423 17 2.175 44 

間利利別
温室 14島? 9 7 8 

用設施の織期組数
育苗施設 2.1ワz 1.694 1 z 135 
軍監蚕共同保育所 2.111 1 

種
畑主車かんがい施設 475 10 316 98 

ピニールハウス 459 246 5 37 

共同保育所 27 e 

員
施設3用fti 
計 4.935 208 5 2.083 317 

共同選果場 1.917 28 1.688 85 

の共織鎧 共同出荷場 3.125 165 8 l.l 58 248 

荷数 共同貯蔵施設 433 16 1 334 35 

組織計(19 7 6.7現を) 20.148 ち970 150 4.848 702 

向 19 7 2年 8月現在 13.025 5.093 9時 4.482 378 

主主 L *は調査せず

B 農林省『農業生意組織務蜜報告書』による。
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別tては 6~ 9 &j三経過したものが 4割近<VC透している。また、解散の理由男IJvcみると、「発展的に

編成がえ J、「栽培技術の平準化J、「資産の償却年限の総鐙J念どの理由が大半を占めている。

また、解散後の参加農家の状況をみると、 rf菌汚IJ化κ移行Jがほぼ 5割κ達している。 ζれK対し

て北海道のばあいKは、解散数じたいが比較的に少念<(たとえば生君主組織数に対比して〉念って

いる。

さらκ、生産組織のうちその大半をおめている共間利用組織の概況を表6κついてみると大要次
のととが指摘できる。(1)生産部門1.JiJVCは水務部門がもっとも多〈果樹、養蚕がとれに次<.0(2)作業
種類別には、「耕起・代かき J、「防徐J、「刈取・収穫J念どとなっているが、と〈に「防除J

がもっとも多〈、各生産部門VC]まっている。 (3)共同利用機械の機種は作業種類別の動向を反映して

トラクター、動力防除機、スピードスプレーャー、?をどが大半を占めている。 (4)共同利用施設fてつ

いてみると、水稲部門の苦手首施設、果樹部門の定号室配管施設がもっとも多い。 (5)果樹部門を中心κ

共同出荷をしている組織では、共同出荷場、共向選果場の施設が多い。

以上、農業共同化の動向を農業生産組織を中心Kみてきたのでるるが、とれらの動向から、農業

共同化の現段階について次のように概括することができょう。わが聞にかける農業共同イとは、農業

共同化が先行して版行的K進んできたが、近年、農業技術が大型機械化「一貫 j体系K移行し、ぞ

れが農業生産カ発展の技術的基礎と1まって導入され定策する念かで、その農民的充用のー形態とし

て大製機械・施設の共同利用が拡大している。現段階の農業共同化は、との機械・施設の共間利用

組織を中心K急速K増大し、定着しつつあり、いまや日本農業の構造の中で軽視できない存在と念

っている。もちろん、とのよう念農業生産共同化は、あくまでも農民経営の補完的組織としての位

穫を出るものでは君主〈、機械・施設の個別利用・所有化に向けて解数する察側も少な〈念い。その

意味で過渡形態の位置・性格を脱してい念いが、それにもかかわらず、稲作部門をはじめとして、

果樹、畜産部門主主ど広〈定着しつつあるととに注目する必要がるる。

2. 農業共同組織の構造

農業共同組織の構造についてヨ考察するにあたって、基本的に踏まえ念ければ念ら念いのは、農業

共同化をめぐる対抗関係である。ナ念わち、農業技術の現段階=大型機械化「一貫J体系を基礎と

する地域農業の再編成は、農業の装置化、システム化を基軸κ進められている(具体的Kは第 2次
農業改善挙業Kよって)が、とれはやはり、閉じ技術段階を基礎とする農民の自主的共向化の動き

と激し〈対抗し合うことになる。

とのよう念対抗関係を内包しつつ、農業共同組織をめく守、次のよう君主変化がみられることを重

視し念ければ念らない。まず、第 1VC農業共同組織、個別農民経営の双方にかかわる労働編成につ

いてみる念らば、家族協業を基本形態としつつ、部分的tてその枠をこえた社会的協業が出現し、 ζ

れが家族協業と併存しつつ相互規定的念関係VC~ っている。とく κ、社会的協業の発展Vてとも念い、

家族協業の性格じたいが変化(と bわけ経営主K管理労働が集中し、他の家族労働力がとれに対し

従属的左関係κ立っていたととが改められ、近代的左労働分担関係K接近〉しつつある点κ着呂す

る必要があろう。

さらK、第2VC農業共同組織の中で作業どとの分業化が進むこともひとつの特徴をなしてなh、

そのような中で管理労働とそれ以外の労働との分化、一部ではオペレーター集団のようK専門労働
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表 7 専従者・オベレーターの状況(共同利用組織)
( 19 7 6年〉

専従織数 専従者規模原l組
オい
オペレータ-(特定) オペレーター

ベる
者
級数 レ紐

の規模別組織数 専 数(特定)
従

の l織
者

い
1~2人 3~'へ 5人らは

タ数
1へ-2人 3~5'人 6-9'人 10以人上 数

う構

る 言十 ち成
組 の 員

全国 2. 391 1. 617 379 395 10ii26 3. 942 3.687 1. 651 1， 246 7. 186 49817 岳8943

北海道 80 17 10 53 1，616 870 532 135 79 736 5，236 5，216 

κそ〈した集団形成も進んでいる。その一端はたとえば表?によって専従者なよびオベレーターの

状況にも反映している。いわゆる工業の機械常IJ大工業段階でひろくみられる工場労働者の部分労働

者化の傾向は、大濯機械化「一貫 j体系のもとでの労働組織化の過程でも類似的κ進んでいるとみ
るととができる。同時十て、農民経営のもとでの農業生産過程では、工業の生産過程V'C:jO~ける場合と

異夕、資本κ包摂されていないので、このよう念傾向の中で生ずる階層間矛慮、各成員間矛盾を農

業共同組織内で民主的K克服するととも可能である。

3. 農業共同化と農民漏分解

機械・施設の共同利用を中心とする農業生産組織化の過程tとないで、農民は階層Vてよって呉った

対応、を示している。まず、共同組織K参加する契機K関しては、上層が農業機械・施設の効率的・

経済的利用を臼ざし、さらに中・下層重量の労働力を低廉念労賃水準で包摂しようとする。これK対

し、中，下層農は、大裂農業機械・施設の導入が共同組織への参加tてよってはじめて可能となる場

合が多〈、そのことへの期待が大きい。さらにこのやで下層農は、機械・施設の共同利用Kとも念

う労働生産力の上昇、それVてよる遊休労働の発生(主として季節的)を利して農外就業を拡大する

方向K向きがちとなる。

共同化K参加する契機にないで、すでK上述のよう君主階層どとのちがいをもっているのであるが、

現実に農業生産組織を運営する過程で生じている階層間矛盾Kついてその主要な特徴を示すならば

次のとな型である o(1)農業生産組織が農業構造改善事業Kよって地区を限定して成立している場合

κは、主として上層農が地芭外に土地を拡大した際、機械・施設の共同利用κ包摂することが臨難
となる。とのととがJ::J重量農の機械・線設の個別利用・所有を促進する契機κなbかね念い。 (2)共同
出役(たとえば水稲作になける共同湾i'i'i)をめぐり、階層間で出役時間で不均衡(下層農が相対的

κ多い)を生じ、また出役賃金Kっき、上層重量は低廉化を求め、中・下層農はむしろその上昇を求
める o (3)階!議開矛盾では念いが、オベレーターとして出役する農民と出役しない農民との関κ、出

役時間、出役労賃念どをめぐって喜要求内容が異る。 (4)ζのよう念諸動向の中で、請負作業化を強め

る可能性も内包している。

とのようK、農業生産組織の設立・遼営をめぐって生じている諮問題は、現段階の農民属分解の

基本動向が農業生産組織の中にも貫いているととを示すと問符t亡、とれκ対する農民諸階層の集団

的対応、民主的な克服の萌茅を示しているといえる。 ζのととはただちK農民教育をめぐる今a的
課題Kも結びつくととである。
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¥V.農業共同化にともなう農民教育の課題

がんらい生産手段を所有し孤立分散的κ存在し、それゆえκプチフ・jレジョア的意識をもっ農民が、
たとえ眠られた領域(tCj;~いてではるれ、共同化に参加するととは、それじたい陶冶の過程であり、

さらK個別的念胸冶から集団的隣冶へ、その意味で農民労働の社会化の一階梯の前進を意味してい

るといえる。

とのような観点から、大護送機械化「一貫J体系を基礎とする農業共開化Kともなう農民教育の課

題κついて、次のように整理するととができょう。(I)農業機械・施設の農民的充用一農民的生産力
形成にないて生産手段をいかκ有効K充用するか一、とく K農民の偲別的充用と集団的充潟の調整、

(2)農業機械・施設の農民的充用Kとも念う農民の技能の向上、農業生産の担い手としての全面発達

(分業の発展κともなう部分労働者化の克服〕、 (3)個別生産過程と地域的・集匝的念農業生産過程

の併存鱗迭Vてなける、関知農民労働と共同農民労働との講整(と((tC管理労働の民主的位震づけ、

共同出役の配分念ど)、 (4)大資本主導の農業技術開発K対抗する農民的農業技術開発、そと(tCj;~け

る科学・技術労働の役割(とれκ関連する専門労働者、試験研究機関の役割〉、 (5)農業機械化Kと

もなう遊休労働の生産労働化、新しい生産部門の開発、導入など、農業生産力の現段階を基礎とす

る地域農業(個別農民経営を基礎としつつとれを補完する農業共向組織との関連(tCj;~ける統一的把

握)の発展の展望とその実現の条件を、集団的につ〈り出すとと、(日)農民の生活過程を単K直接的

生産労働のみで念〈生活過程をも含めた全過程を視野(tC入れ、農民家族の 1人ひと hの全面発達を

差是望した鞠冶、学習の談窓を追求する。

これら諸課題の解明κついては他日を期したいと思うi〉

1) 労働の社会化Vてついて、ととで詳し〈のべる余裕はないが、農民労働の社会化Kかかわって

及したものとしてさしあたり次の諸穏を参照されたい。

美ごと路逮雄「農業協同組合についての覚え警J( W北海道大学教育学部紀要』第 28考，

1 9 7 7年)

山田定市「農民的生産カの基本的性格 J( W北海道大学教育学部紀要』第 26号，

197 6年)

2) 農業機械化の現段階的性格『てついては、美土絡・山田・高倉ほか「北海道(tCj;~ける農業生産力

の現段階 J( Wヰ舗道大学教育学部紀要』第 29号.1 9 7 7年)参照。
3) ζの点については、前掲山間「農民的生産力の基本的性格Jを参照されたい。

4) 農業生産組織は、それじたい行政府誇であb学術的K十分吟味されてい念いが、 ζ乙でと bあ

げる数値が農林省農業生産組織調査κ主として依拠しているので、さしあたりその定義を適用ナ

るとととした。ぞれKよると「農業生産組織とは、複数(2戸以上〉の農家が農業の生産過程κ
かける一部又は全部Kついての共同化K関する協定のもとに結合している生産集団並びK農業経

営や農作業等を組織的K受託する組織をいう J(農林省 r 農業生産組織調査報告書~ ( 1 9 7 7 

年)P 5 Jと念っている。いずれにしても、とれら農業生産組織が小論でいう農業共同化の中に

包摂されることはいうまでもない。

5) 本研雪量報Kなける伊藤・藤島・両論文は小論の主題Kかかわる笑証的分析である。
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(小論は、日本社会教育学会第24 田研究大会 (197 'l ~lO 月〉にかける偲別報告『大型機

械化「一翼 J 体系下f'C!o~ ける農業生産の社会イヒKついて J を脅子としてその内容を補充しまとめ

たものである〉
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